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[公印省略]

　　　　　　令和3年度　広島県私立学校経常費補助金

及び　私立高等学校等就学支援総合対策事業等について

拝啓　早春の候、皆様にはますます御健勝のこととお慶び申しあげます。

また、平素より私学教育振興について、格別のご理解とご支援を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当協会・後援会では私立学校関係の多くの方々のご協力をいただきながら、広島県に対して経常費補助金の充実に向けて要望してまいりましたが、このたび別紙の通り、県の予算案が県議会2月定例会にて決定されました。

　令和3年度の｢経常費補助金」の一人当たりの単価については、前年度と同様に、高等学校、中学校及び小学校の全てにおいて増額となりました。
　コロナ禍により、財政が厳しい中においても、例年と同様の対応をいただいたものと考えておりますが、このことは、県議会及び県当局の私学教育に対する深いご理解・ご高配の賜物であります。私学としては本県の教育の振興・発展のために、果たすべき役割を自覚し、その期待に応えていかなければならないと考えます。
　また、私たち私立学校は、これらの状況を十分に理解し、私学教育のより一層の充実を図るべく努力してまいりたいと思います。

これまでの取り組みに対して、ご協力いただきました関係の皆様方に改めてお礼を申しあげますとともに、今後におきましても引き続きご支援を賜りますようお願いを申しあげ、ご報告とさせていただきます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬具

１．令和3年度経常費補助金（当初予算）　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　　　分
	令和3年度
	令和2年度
	増　　　減

	高等学校（全日制）
	8,544,503,000
	8,403,762,000
	140,741,000

	　　一人当たり
	371,933
	367,427
	4,506

	中　　学　　校
	2,512,493,000
	2,450,396,000
	62,097,000

	一人当たり
	333,753
	329,310
	4,443

	小　　学　　校
	644,447,000
	628,972,000
	15,475,000

	一人当たり
	332,189
	327,760
	4,429

	高等学校（広域通信制）
	30,035,000
	28,971,000
	1,064,000

	一人当たり
	54,908
	52,866
	2,042

	高等学校（広域以外の通信制）
	28,008,000
	31,096,000
	△3,088,000

	一人当たり
	79,342
	78,327
	1,015

	そ　　の　　他
	3,624,388,000
	3,950,009,000
	△325,621,000

	経常費補助金　合計
	15,383,874,000
	15,493,206,000
	△109,332,000


※その他は、幼稚園、専修学校、各種学校等の総額
※高等学校（全日制）の総額は、教育改革支援加算（81,911千円）を含む。
２．私立高等学校等就学支援総合対策事業等　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　　　　分
	令和3年度
	令和2年度
	増 減
	概　要

	私立高等学校等
就学支援
総合対策事業

	6,120,675
	5,881,026
	239,649
	・私立高校等の生徒のいる世帯に対する授業料等・入学金の減免相当額を補助
・非課税世帯に教科書・教材費等相当額を支給するとともに、高校等中退者が私立高校等で学び直す場合に授業料を補助

	私立小中学校
就学支援
総合対策事業

	41,289
	32,911
	8,378
	・私立小中学校生徒のいる世帯に対する授業料負担の軽減を行い、私学選択の理由、家庭の経済状況等について調査実施

・学資負担が困難な者（生活保護、家計急変世帯）に対する私立小中学校が実施した授業料減免相当額を補助

	私立学校耐震化緊急促進事業費補助金
	38,984


	118,940


	△79,956 
	私立学校が実施する耐震化事業に要する経費の一部を補助

	私立学校教育施設・設備高機能化補助金

	15,100
	　11,621
	3,479


	私立学校のＩＣＴ教育関連機器の導入・更新等に要する経費の一部を補助

	私立学校におけるＩＣＴ活用推進事業補助金
	1,500

	1,500

	0 
	広島県私学協会が実施するＩＣＴ教育環境の向上に向けた取組に対する補助

	その他の補助金
	543,344
	532,892
	10,452
	私学振興資金利子補給事業など


